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NYマーケットレポート（2015年 6月 16日) 
NY 市場では、序盤に発表された米住宅着工件数が市場予想を下回り、3 ヵ月ぶりのマイナスとなったことを受けて、ドルは主要通貨に対し

て軟調な動きとなった。その後は、FOMC の結果発表やイエレン FRB 議長の会見を控えて様子見ムードも強く、ドル/円は終盤まで小動きの

展開が続いた。一方、ギリシャは、デフォルト回避に必要な救済資金を得るための譲歩をこれ以上しない意向を示唆したことを受けて、ユー

ロは欧州タイムから主要通貨に対して軟調な動きが続いた。また、ギリシャ首相が、ギリシャを苦境に陥れた責任は IMF にあると非難したこ

とから、ユーロは NY 市場序盤でも一段の下げとなった。ただ、下げが一服したことや、土壇場で合意するとの楽観的な見方も残っていること

から、終盤までもみ合いの展開が続いた。 

 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 
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NY 市場レポート 
 
21：00 
ドル/円 123.49  ユーロ/円 138.69  ユーロ/ドル 1.1234 
 
21：00 
欧州株式市場・米株価指数先物 

欧州主要株価 株価 前日比 米株価先物 株価 前日比  

英 FT100 6682.12 -28.40 ダウ 
先物ミニ 17691 -21  

 

仏 CAC40 4795.56 -19.80 S&P 
500 ミニ 2072.50 -3.00  

 

独 DAX 10928.93 -56.04 NASDAQ 
100 ミニ 4415.25 -12.75  

 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

 

21：15 

≪ 要人発言 ≫ 

チプラス・ギリシャ首相 

 

・「ギリシャ政府は解決策を見いだすため懸命に取り組む」 

 

 

21：20 

≪ 要人発言 ≫ 

メルケル独首相 

 

・「ギリシャをユーロ圏にとどめるため集中している」 

・「債権者とギリシャが18日までに合意するか分からない」 

 

 

21：30 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

5月米住宅着工件数 103.6万件（予想 109.7万件・前回 116.5万件） 

前回発表の113.5万件から116.5万件に修正 

 

5月米住宅着工件数（前月比） -11.1％（予想 -3.3%・前回 22.1%） 

前回発表の20.2％から 22.1％に修正 

 

5月米建設許可件数 127.5万件（予想 110.0万件・前回 114.0万件） 

前回発表の114.3万件から114.0万件に修正 

 

5月米建設許可件数（前月比） 11.8％（予想 -3.5%・前回 9.8%） 

前回発表の10.1％から 9.8％に修正 
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(出所：ブルームバーグ) 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

経済指標データ 

≪米住宅着工・許可件数≫ 

          5月・・ 4月・・ 3月・・ 2月・・ 1月・・ 12月 

住宅着工件数・・・103.6・・116.5・・95.4・・90.0・・108.0・・108.0 

一戸建て住宅・・・ 68.0・・ 71.9・・62.3・・60.0・・ 70.6・・ 72.4 

集合住宅・・・・・ 35.6・・ 44.6・・33.1・・30.0・・ 37.4・・ 35.6 

 

許可件数・・・・・127.5・・114.0・・103.8・・109.8・・105.9・・107.7 

一戸建て住宅・・・ 68.3・・ 66.6・・ 64.2・・ 62.6・・ 65.7・・ 68.5 

集合住宅・・・・・ 59.2・・ 47.4・・ 39.6・・ 47.2・・ 40.2・・ 39.2 

 

前月比（％） 

住宅着工・・・・・-11.1・・22.1・・ 6.0・・-16.7・・ 0.0・・ 7.2 

住宅建設許可・・・ 11.8・・ 9.8・・-5.5・・  3.7・・-1.7・・-0.2 
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21：30 

≪ 経済指標の結果 ≫ 

 

4月カナダ国際証券取扱高 129.4億 CAD（予想 50.0億CAD・前回 225.0億 CAD） 

前回発表の225.0億 CADから225.6億CADに修正 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

 

22：33 

米主要株価 

米主要株 株価 前日比 

ダウ平均 17776.72 -14.45 

ナスダック 5026.26 -3.72 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

 

23：30 

≪ NY株式市場 序盤≫ 

 

序盤の株式市場は、 5月の米住宅着工件数が市場予想を下回ったことを嫌気した売りが先行した。前日まで続落し

た反動から、割安感の出た幅広い銘柄に買いが入り、プラス圏で推移しています。ダウ平均株価は、序盤前日比17

ドル安まで下げたものの、その後は 73ドル高まで上昇したものの、やや上値の重い動きとなっている。 

 

 

≪ 経済指標のポイント ≫ 

 

5月の米住宅着工件数は、年率換算で前月比-11.1％の 103.6万件と、3ヵ月ぶりのマイナスとなった。前年同月比

では+5.1％となった。主力の一戸建て住宅、集合住宅ともマイナスとなったことが要因となった。住宅着工は大き

く伸びた前月水準に及ばず反動が出たものの、大台の100万件を維持している。また、着工件数の先行指標となる

建設許可件数は、前月比+11.8％の127.5万件と、2010年12月以来の高い伸び率となり、件数ベースでは2007年 8

月以来の高水準となった。前年同月比は+25.4％となった。着工件数では、一戸建て住宅が前月比-5.4％の68万件、

それ以外の集合住宅は-20.2％の35.6万件となった。 地域別では、北東部が-26.5％、西部は-12.5％、中西部は

-10.2％、最大市場の南部は-5.0％となった。   
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欧州主要株価 終値 前日比 

英 FT100 6710.10 -0.42 
仏 CAC40 4839.86 +24.50 
独 DAX 11044.01 +59.04 

ストック欧州 600 指数 385.49 +2.47 
ユーロファースト 300 指数 1528.83 +8.78 
スペイン IBEX35 指数 10871.40 +29.30 

イタリア FTSE MIB 指数 22383.48 +55.45 
南ア アフリカ全株指数 51297.88 -530.88 

(出所：ＳＢＩＬＭ) 
 

≪欧州株式市場≫ 

 

欧州株式市場は、まちまちの結果となった。ギリシャのデフォルト懸念を背景に、主要株価は売りが先行した。そ

の後はギリシャ支援協議の進展を期待した買いも入り、独 DAXはプラス圏で引けた。ただ、英FT100は小幅安とな

った。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

 

1：00 

米主要株価・中盤 

ダウ 17870.61（+79.44）、S&P500 2090.35（+5.92） ナスダック 5040.87（+10.90） 

 

 

≪ NY債券市場 ・午前≫ 

 

序盤のニューヨーク債券市場は、ギリシャ債務問題が引き 続き材料視され、デフォルト懸念から安全資産とされる

米国債の逃避買いが先行した。ただ、米FOMCの結果を見極めたいとの様子見気分も強く、値動きは限定的だった。  

 

午前の利回りは、30年債が3.09％（前日 3.09％）、10年債が 2.35％（2.36％）、7年債が 2.09％（2.10％）、5

年債が 1.68％（1.70％）、3年債が 1.08％（1.10％）、2年債が 0.69％（0.70％）。 
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≪欧州のポイント≫  

 

①イタリアの大手銀行 15行は、ECB（欧州中央銀行）が18日に実施する貸出条件付き長期資金供給オペ（TLTRO）

第4弾で、144億ユーロ（160億ドル）を調達する模様。ECBの予想供給額は500億ユーロと、前回3月時の 978億

ユーロの半分程度になる見通し。 

 

 

②欧州司法裁判所は、ECBの無制限債券買い入れ策「OMT」は欧州の法律に沿っており合法との判断を示した。欧

州司法裁は一定の条件を定め、中銀による財政ファイナンス禁止に抵触しないよう適切な措置を講じる必要がある

と指摘した。OMTは2012年にスキームが作られたが、実際に発動されたことはない。今回合法と判断されたことで、

ギリシャのユーロ離脱などの非常時にECBは対応可能になるとみられている。 

 

 OMTをめぐり、ドイツの政治家や有識者らが無効を求め提訴。ドイツ憲法裁では、財政ファイナンス禁止条項

に抵触していると判断する妥当な理由があるとしていた。ドイツ憲法裁は、欧州司法裁に付託して見解を求めたが、

最終判断を下す権利は留保している。 

 

 

③チプラス首相は、ECBがギリシャ経済を窒息させるような条件を押しつけよ うとすればユーロ圏の将来のた

めにならないとし、債権者側に譲歩する気配を全く見せない。また、IMFについては、ギリシャの苦境に対して刑事

責任があるとまで言明した。一方、ドイツのメルケル首相は 「残念ながら」新しいニュースはほとんどないが、膠

着打開に向け18日のユーロ圏財務相会合に期待していると述べた。 

 

 

④フィンランドのシピラ首相は、ギリシャがIMFへの債務返済期限である6月末までに債権団と支援協議で合意

に達するには「奇跡が必要」と悲観的な見 方を示した。首相は「状況は厳しく、期限は迫っている。言えるのは、

問題 が来週解決するには奇跡が必要だということだ。ただ、誰もがまだそれを目 指している」と発言。「ギリ

シャの債務不履行の可能性については、前週の G7首脳会議の合間に話し合われた。一部の首脳は、その心づもりが

できていた」と述べた。 

 

 

3：40 

NY金は、中心限月が前日 4.90ドル安の 1オンス＝1180.90ドルで取引を終了した。 

 

 

4：20 

NY原油は、中心限月が前日比 0.45ドル高の1バレル＝59.97ドルで取引を終了した。 

 

 

主要商品 終 値 前日比 

NY GOLD 1180.90 -4.90 

NY 原油 59.97 +0.45 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

≪ NY金市場 ≫ 

 

ＮＹ金は、米 FOMCの結果発表を控えて利上げが意識され、保有していても金利がつかない金を手放す動きが優勢と

なった。ただ、ギリシャのデフォルト懸念から比較的安全な資産とされる金に逃避的な買いも入り、下げ幅は限定

的となった。 
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(出所：ブルームバーグ) 

 

 

≪ NY原油市場 ≫ 

 

ＮＹ原油は、米南部に上陸した熱帯暴風雨の影響でメキシコ湾岸の石油関連施設の操業に支障が出るとの懸念が広

がり、買いが優勢となった。また、17日に発表される米石油統計で原油在庫の減少が見込まれることも下支え要因

となった。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 
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主要株価 終値 前日比 高値 安値 

ダウ平均株価 17904.48 +113.31 17919.62 17774.12 

S&P500 種 2096.29 +11.86 2097.40 2082.10 

ナスダック 5055.55 +25.58 5063.06 5022.56 
(出所：ＳＢＩＬＭ) 

 

≪米株式市場≫ 

 

米株式市場は、5月の米住宅着工件数が市場予想を下回ったことを嫌気した売りが先行した。その後、前日まで続落

した反動から、割安感の出た銘柄に買いが入ったことや、FOMCの結果発表をにらみ、堅調な動きが続いた。ダウ平

均株価は、序盤前日比 17ドル安まで下げたものの、その後は堅調な動きが続き、終盤には 128ドル高まで上昇する

動きとなった。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

 

主要通貨 NY 終値 NY 高値 NY 安値 

USD/JPY 123.37  123.49  123.30  
EUR/JPY 138.78  138.82  138.26  
GBP/JPY 193.07  193.14  192.66  
AUD/JPY 95.59  95.84  95.50  
NZD/JPY 86.26  86.35  86.10  
EUR/USD 1.1251  1.1255  1.1205  
AUD/USD 0.7748  0.7770  0.7739  

(出所：ＳＢＩＬＭ) 
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≪外国為替市場≫ 

 

外国為替市場は、米国の住宅関連の経済指標が予想を下回る結果となったことからドルが主要通貨に対して下落す

る動きとなった。ただ、FOMCの結果発表を控えて様子見ムードもあり、やや限定的な動きとなった。一方、ユーロ

は、ギリシャ支援に関する協議の先行き懸念から序盤から上値の重い展開が続いた。 

 

 
(出所：ブルームバーグ) 

 

 
 (出所：ブルームバーグ) 
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